
9.　栄養 栄養科主任　　　　　　田島　千佳

イ） 食事

【目的】
食数と形態・栄養量別の割合を把握し、当院のニーズに合った食事の提供を目指す
残菜量と食数、または栄養量・形態の割合が関係しているのかを読み取り、残菜量の減少
を目指す

コメント
2024年は月平均、経口摂取で約6700食、経管栄養1900食提供した。
例年に比べて増減が少なく、経口摂取可能なゲストの入院数が増加傾向だった。
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コメント
約7割のゲストが普通～一口大で摂取可。整形疾患での入院者数が増えたことも1つの理由
として考えられる。高齢者が多い為、咀嚼難ありのゲストも多い。咀嚼が原因で軟菜、超刻み
へ調整している場合もある。超刻みが増加傾向にあるのは咀嚼が要因になっている可能性
もあり、軟菜の調整も進めていきたいところ。
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コメント
1000kcal未満～1200kcalと1400kcal～2000kcalで半々の割合。月々の特異性はなし。
前年に比べ1000kcal以下の割合が増加。
実際、少量での提供+補食で対応しているゲストが増加傾向にある。

コメント
前年に比べ、全体的に残菜量は減少していた。
普通形態を摂取可能なゲストが多いと残菜が減少する傾向にある。
残菜が多い献立の変更や量の調整が進んだことが要因として考えられる。
ゲストごとの提供内容の調整ができているとも考えられる。
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ロ） 栄養指導
【目的】

指導件数から指導対象者の傾向を把握し、十分な介入を目指すため

コメント
実施率100％を目指している。
入院時説明や定期的なミールラウンドはどの病棟でも実施している。
ここでは栄養指導として介入した回数に着目し、キャストのモチベーションにも繋げたい。
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ハ） 備蓄

【目的】

非常時に食事提供を行えるよう、必要数を確保・把握しておくため

コメント
2023年は汁の在庫数が少ない状態だったため、発注数を再度見直し、調整した。
期限が近くなり使用するタイミングと一月の入荷数・価格を踏まえて入荷時期を設定している
ため、前半は不足した状態が続いていたが、1年かけて必要量程度は確保できた。
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10．　緩和ケア病棟 緩和ケア病棟　科長　黒木　志保

イ） 入院数

【目的】

地域での緩和ケア病棟の需要を知ることができ、今後の経営指針の一助とする

直近5年(入院数)

コメント
入院後1.2週間での死亡退院が増加し、再入院に繋がっていない事で入院数が減少した
と考える。

64



ロ） 入院前の場所

【目的】
病床機能報告に必要なデータの一つ
入院前の生活の場を知ることで効率的な広報活動を行うため

コメント
病床機能報告の為2023年度よりクリニカルインディケーターに追加。
前年との比較し他院からの入院が最も多く、次いで在宅からの入院が多い状況は変わらず。
病院訪問や地域包括へ訪問し広報を行うことが必要。
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ハ) 退院数

【目的】

退院者数や退院先、時期の動向から効率的なベッドコントロールの一助とするため

直近5年(退院数)

コメント

退院先データと照らし合わせてみていくと、退院が多い月は死亡退院が多いことが分かる。
入院後2週間以内の死亡退院が退院者全体の約35％占めており多い状況であった。
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ニ) 退院先

【目的】
病床機能報告に必要なデータの一つ
また、当院緩和ケア病棟では在宅復帰支援も積極的に行っており、在宅復帰や在宅系施設
への退院は実績として管理するため

コメント
退院数データと照らし合わせてみていくと、退院が多い月は死亡退院が多いことが分かる。
上半期に関しては入院後1、2週間以内の死亡退院が退院者全体の約35％占めており多い
状況。また在宅、施設退院者は全体の17％と緩和ケア病棟としては比較的高い復帰率を
継続できている。

ホ) 退院後1ヵ月以内の在宅医療を必要とする患者の状況

【目的】
病床機能報告に必要なデータの一つ
また訪問看護の需要を明確にし、安心した在宅生活へ繋げるため

コメント
当院訪問看護を利用した患者は在宅医療を必要とする患者の17％であった。
退院後は不安を感じることが多く、訪問看護があることで安心して在宅へ帰れるという意見
が多く聞かれている。
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ヘ) 男女比

【目的】

性別に特化したサービスの提供を検討する一助とするため

直近5年(紹介元)

コメント

男女差は例年と変わらず男性が多い結果となった。男性に特化したサービスの検討が必要。
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ト) 主病名

【目的】
性別や主病名、再入院の相関関係から治療やベッドコントロール、地域との連携の一助
とするため
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直近5年(男女比)

コメント
男女共に肺癌ゲストが多く、呼吸器評価やリハビリテーション等の需要が高いと考えられる。
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チ) 平均在院日数（直近3ヵ月）

【目的】
在院日数と主病名、退院先等を組み合わせて確認することで在院日数の影響因子を
明らかにし、スムーズなベッドコントロールの一助とするため

直近5年（主病名）

コメント

入院後2週間以内の死亡退院は増加しているが、入院日数が長いゲストもいることで
在院日数は例年とほぼ変わらないデータになっていると考える。
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リ) 稼働率

【目的】
稼働率と主病名、退院先、再入院等を組み合わせて確認することで稼働率への影響
因子を明らかにし、効率的なベッドコントロールの一助とするため

直近5年(平均在院日数)

コメント
稼働率は去年を除き2.3年前とほぼ変わらないデータとなった。
過去5年と比較し入院後2週間以内の死亡退院数の増加がみられたが、平均在院日数の維持
により稼働率が維持できたと考える。
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ヌ) 再入院
【目的】

再入院の件数の推移から稼働率向上の一助とする

直近5年(再入院)

コメント

再入院数も連動し減少している事が分かる。
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緩和ケア病棟と外来医師が兼務していることで再入院の件数は2020年以降、増加傾向であったが、
今年度は入院後2週間以内の死亡退院が多く、自宅・施設への退院数が減少したことにより、



ル) 予後

【目的】
転院や入院のタイミングを明らかにし、稼働率向上の一助とする

直近5年(予後)

コメント
予後1～2ヵ月で緩和ケア病棟を転院先と考えるケースが最も多く、入院後1週間以内の
死亡退院も多くなっていた状況から、もう少し早いタイミングで入院してもらえるよう地域
や市内外の病院への広報が必要。
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ヲ) 年代別

【目的】
ターゲットの層を明らかにし、伴ったサービスを提供するための一助とする年齢層と他の
データを組み合わせてみることで稼働率向上の一助を得るため

コメント

ターゲット層は70代・80代と考えられ、80代の方の特徴等を理解したサービス提供が必要。
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ワ) 麻薬使用率

【目的】

除痛率と照らし合わせて見ることで適切な麻薬使用率を客観的に見ていく指標とする

直近5年(麻薬使用率)

コメント
麻薬使用率は過去5年で一番高い状況。入院後2週間以内の死亡退院増加により、麻薬
使用率の増加、また、がん性疼痛の訴えが多いゲストの入院が多くなっている事が分かる。
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カ) 主症状

【目的】
緩和ケア病棟における治療、サービス向上の一助とする

コメント
例年より症状の訴えが無いゲストが減少し何かしらの症状があるゲストが増加。
それにより、麻薬使用量の増加したと考える。
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ヨ) リハビリ提供単位数

【目的】
当院の緩和ケア病棟の特徴であるリハビリテーションの提供の実績を把握し、
リハビリ提供数と在宅復帰率の相対関係から効率的な介入を検討する一助とする

コメント
今年度よりセラピスト1名体制でリハビリ提供となり、例年以下のリハビリ提供単位数となった。
在宅復帰できるゲストの入院数が減少している事も関係していると考える。
また、1人体勢になっても2022年の1人体勢時より提供単1数は増加できている。

タ) リハビリ一人当たりの提供単位数

【目的】

在宅復帰率の相対関係から効率的な介入を検討する一助とする

コメント
今年度はセラピスト1名体制でリハビリを提供しており、過去3年の平均提供単位数は減少。
在宅復帰率低下していることもあり、一助となっていると考える。
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レ) リハビリ対象者数

【目的】
緩和ケア病棟におけるリハビリテーションの需要、また提供単位数と照らし合わせて見ること
で一人当たりの提供単位数を見るため

コメント

入院後2週間以内の死亡退院数増加に伴い、リハビリ対象者も減少していると考える。

ソ) ）疼痛評価（ＦＳ）

【目的】
2022年4月より疼痛評価が加算として導入された背景を受けて、緩和ケア病棟における
疼痛緩和が効果的に行われているかを確認するため

コメント

入院後2Ｗで平均9割の疼痛緩和を認めており、一定の疼痛緩和が行えていると考える。
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ツ) 緩和ケア病棟残業時間

【目的】
効率的な業務が行えているか、また詳細を確認することで平等な業務分担ができているか
管理するため

コメント
8月9月はCレベルや不穏ゲスト、ご家族の対応が多く残業時間増加したと考える。
日勤専従スタッフの残業時間が多いこともあり、病棟会を開催し、業務分担することが
今後の課題になる。

ネ）緩和ケア病棟看護配置

【目的】
残業時間と配置人数から効率的な業務が行えているかの一助とする

コメント
例年と比較し、今年は一番人数が多い配置となった。しかし、看護師の経験年数や緩和ケア
配属後の経験年数が浅いスタッフが多く、業務効率化出来ていなかったことが残業時間を
見ると一助となっていると考える。
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運営管理
11.人事労務

イ) 職員数

【目的】
職員数の把握　人件費率調査のデータ

コメント
2013年常勤数280名、非常勤70名をピークとして、2017年まで常勤、非常勤ともに減少傾向
であった。2014年に人件費率調整を行った結果である。近年は300名前後で推移。
2024年度は昨年度と比較し、14名減少。過去10年で最も少ない人数となった。

ロ) 職員男女比

【目的】
男性職員と女性職員数の比率の調査

コメント
2011年男性職員は93名であったが、年々減少傾向であり、60名前後で推移している。
今年度は60名と男性職員の方が増加してきている。
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ハ) 職員年齢構成(常勤)　毎年度4月1日時点

【目的】
年代別常勤職員数の推移調査

コメント
2011年、20歳代の職員数は106名であり、新病院へ移行して3年目で新規雇用採用を行って
いた。2019年以降、20代は減少傾向、30代、40代は横這い、50代は微増傾向。
全体的には減少傾向。

ニ) 職員年齢構成(非常勤)　毎年度4月1日時点

【目的】
年代別非常勤職員の推移調査

コメント
リネン、清掃業務職員が多くを占めているが、2013年に人員調整を行っており非常勤数は
減少している。2021年度より病院給食を直営化し、調理、洗浄職員を増員したことで70代の
職員数が増加している。

82



ホ) 総残業時間　一人当たり

【目的】
久康会と全国の月平均残業時間の比較残業時間から、労働量の評価を行う

コメント
2018年1人あたりの残業量は2.1時間であり、病院機能評価受診前、電子カルテ導入準備
であったことが理由である。電子カルテ導入後は残業時間が減少傾向である。
2023年は10年間で2番目に短い残業量となっていた。
2024年度も昨年度とほぼ変わらなかった。

ヘ） 有給休暇

【目的】
有給消化率100％を目指す中、職員が計画をもって有給を取得しているかの指標

コメント
2023年有給消化率は99.7%、有給未消化日数は12.5日であった。産休による有給未消化など
100%は達成できなかったが、ほぼ100%消化は達成している。昨年度より有給使用数、
未消化日数ともに減少している。
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ト) キッズランド利用者数

【目的】
キッズの子供受入数と職員利用者の調査

コメント
2024年は園児6.6名、職員6.5名となり、昨年度より減少傾向。
保育料無償化の影響と職員の出産、育休からの復帰のタイミングもあるが、2024年度は減少
している。

チ) キッズランド年齢構成別・年間利用者推移

【目的】
キッズランド利用児の年齢層の調査

コメント
2018年9月より育児休業早期復帰制度を利用したことにより1歳～2歳未満の利用者が一時的に増加した。
3歳くらいから、託児所を卒園し、保育園や幼稚園に預ける傾向がみられている。
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12.院内感染 院内感染管理者 山崎　朱美

院内感染とは、医療機関において患者が原疾患とは別に新たに罹患した感染症、
医療従事者が医療機関内において感染した感染症のことです。人から人、医療者を介して
感染することもあれば、医療機器などを媒介にすることがあります。感染症は常に身近に
存在するため、それぞれの症状や感染経路にあわせた対策が重要です。
また、感染対策の基本である手指衛生の遵守率や感染症の流行状況等を把握し、
対策を強化することが求められています。

イ) アルコール性手指消毒剤の使用料(1日1患者あたり)　※払い出しでの調査

【目的】
手指衛生遵守率を調査し、院内感染を防ぐ取り組みを行うため

コメント

使用量はボトルの払い出し本数から手指衛生回数を算出し、入院・外来のべ患者数で割る
計算方法で算出している。介護保険分野については数ヶ月に1度まとめての払い出しされて
いるため調査結果には含めていない。調査では本年も「２階　外来」での使用量が一番多く、
病棟間では緩和ケア病棟での使用量が多かった。外来は検査部門なども含められており、
患者数に対し手指消毒設置台数が少ないため割合が高くなる傾向にある。
病棟間の差について、緩和ケア病棟は終末期の患者を対象としており、感染制御に対する
意識の高さがうかがえる。手指消毒については年に2回の研修で必要性の説明を行なって
いるが、研修前後での使用量に変化はみられなかった。払い出しによる調査では、製剤の
設置台数や患者数が結果に影響するため、より正確な調査を実施するためには、直接観察法
や電子機器によるモニタリングの導入も検討したい。手指消毒使用量の改善のための行動
として、手指衛生を行える環境を整え、実施可能な複数の介入策の導入・定期的な評価・
評価結果の現場へのフィードバックといった一連のサイクルを継続的に実施する必要がある。
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ロ） 院内感染発生状況(2021年～2024年）

【目的】
院内感染の発生状況傾向を知り、感染対策・制御について検討するため

2022年1月～12月

2023年1月～12月

2024年1月～12月
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コメント

院内感染とは「入院後、原疾患とは別に発症した感染症」と定義されている。
2021年より肺炎（誤嚥性肺炎除く）、尿路感染症、敗血症など、院内発症の感染症について
調査した。※感染症の再燃はカウントしていない。
複数ある感染症のうち、当院では尿路感染症と肺炎発症率が高いことが分かる。
2022～2023年は病棟でのクラスター発生が相次いだ新型コロナウイスルス感染症が院内
感染の大部分を占めたが、2024年は尿路感染症と肺炎の割合が多く、インフルエンザを除く
と調査開始した2021年と同じ状況となった。今後の対策として、尿路感染症を予防する
取り組みや季節性の感染症流行期の対策強化が必要である。
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13.安全管理部 安全管理者 小川　真奈実

イ） インシデントレポート報告数の推移

【目的】
安全活動への取り組み状況を評価するため

コメント
2020年2月にインシデントレポートシステムが変更となり、2022年まで報告数の減少が続いた。
2021年にインシデントレポートの書式変更を行い、提出の重要性について、繰り返し研修を行
ってきた。結果、2022年以降は報告数が増えてきており、2024年も昨年と比較して200件以上
の報告数増となった。2024年は、0~2レベルの報告が増え、レベル3a～3bの報告数はほぼ横
ばいであることからヒヤリハットの段階で報告ができており、職員の安全に対する意識が向上
してきていると考える。2024年の報告数の増加においては、満床手当の要件として部署ごとの
インシデントレポート報告数が入ってきたことで、所属長（安全管理委員会メンバー）が頻回に
提出を呼び掛けた事も、増加の要因として大きいと感じる。現システムを使用するようになった
職員が増えたこの機会に、報告だけでなく、情報収集の場として、システムを職員1人1人が
活用できるよう、安全管理部門で取り組んでいく必要がある。
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ロ） 種類別分類

【目的】
どの様なインシデントが発生しているのかを分析し、優先的に取り組むべき項目を把握するため

①種類別報告数の推移
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②種類別分類の比較
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③アクシデントレベル比較　

3aレベル以上
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3bレベル以上

コメント

2024年も例年と変わらず、転倒転落、薬剤に関するインシデント報告が多い傾向にある。
過去5年のデータにおいても、転倒転落、薬剤に関するインシデントが多く、
種類別分類のデータから見る、優先的に取り組むべき項目については大きな変化はない。
③のデータで、レベル3a以上に絞ると、2024年はドレーン・チューブが87件と一番多い。
点滴チューブやマーゲンチューブ等を患者が自己抜去してしまい、再挿入となることで、
3aレベルの報告となり、数が増えてしまっている。
さらに、レベル3ｂ以上に絞ると、半数を転倒転落による骨折が占める。
転倒・転落は発生すると骨折を伴うアクシデントに繋がりやすく、特に優先して対策・対応に
取り組むべき項目であるといえる。
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14.教育指導 教育指導科長　菅谷　伸吾

医療はチームで行うものであり、又、24時間365日継続して、そのサービスは
提供されなければならない。サービスを常に一定水準以上のレベルをもって
提供するのは「人」である。よって常にその人材を人財にすべく学び勉め、
育むように指導支援を行う。

イ） ランチョンカンファ

【目的】
理念に近づくために、自己研鑽に繋げられているかを把握するため

5年直近（ランチョンカンファ参加率）

コメント
ランチョンカンファは、直接参加やビデオ視聴、ZOOMによる参加と多様な参加方法
で、ライフスタイルに合った選択ができるようになったこともあり、以前の参加状況に
近づいてきている。
個人別参加回数では、昨年は0～4回参加以内が80％となっていたが、2024年では
66％となり、5回以上の割合が増えた。少しずつではあるが、自己研鑽への意識が
芽吹き始めている。目標に一人当たり月に1回以上の参加を掲げ啓蒙していく。
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ロ）市民公開講座
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平田　耕太郎　理事長

地域医療の機能と
当院の役割

田端　英俊　副院長

【開催日】 【会場】 【メインテーマ】 【発表テーマ】 【発表者】

MRI禁忌患者に対する
CTを用いた急性期脳
梗塞同定のアプローチ

2024/6/8
延岡市立図書館3階
ハーモニーホール

覧古孝新

変わりゆく医療保険と
今後の医療の在り方

甲斐　遼太郎

認知症予防の
ための食事

延岡市立図書館
多目的ホール

2024/10/12

講演「認知症予防の
ための食事」

田中　松平　院長

元気にラジオ体操 銀島　美保子

緩和ケア病棟における
リハビリテーションの
取り組みについて

吉岡　寛展

施設から自宅に
帰るまで

高見　広樹

COVID19　5類移行後
の感染対策の現状

山崎　朱美

急性期脳梗塞患者の
側頭筋の厚さは回復期
退院時の歩行獲得の
予測因子となりうるか

渡壁　利考

2025/6/14
延岡市立図書館
多目的ホール

心不全について

講演「心不全について」 児嶋　一司Dr

心臓リハビリテーション
について

金丸　大輔

緩和ケア病棟について 外山　寿枝

百一運動 ビデオ＋実技



ハ） 院外研修

【目的】
キャスト自身がプライベートの時間を有効活用し、自己啓発に取り組んでいるかを把握するため

5年直近（院外研修）

コメント
コロナ禍からの院外研修参加数は増えつつあるが、特定のキャストに限定されて
いる傾向にある。集合研修からWEB研修へ移行してきている現在、研修の情報を
常に更新し、情報提供を行うことで、自己研鑽の啓蒙を実施していく。
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ニ） 奨学金貸与者数

【目的】
安定した人材確保を行い、安全で安心な医療を提供するため

コメント
少子高齢化、生産人口の減少があり、人財確保は法人の生き残りをかけた
プロジェクトである。これまでの奨学金制度は看護職が主となっていたが、他の
専門職でも利用できるように規定を改善。
奨学金制度だけでは、今後の人財確保は難しい状況、外国人雇用に向けた
プロジェクトが開始となる。
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15．地域連携部 地域連携部　部長　黒木　尚美

イ） 新規入院患者の推移（2012年以降：年間の合計人数）

コメント
2017年1月～年間の新規入院者の推移。2017年は月平均46.9人の新規入院者となっていた。
徐々に入院数は増えており、2022年は月平均58.4人の入院となっている。
2012年調査依頼新規入院者が初めて700人を超えた。
2023年は新規入院患者が801人と前年より100人多くなった。
2024年は875人と前年度比でも新規入院が増え、月平均72.9人の入院となった。
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